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	Q-EAS



	令和4（2022）年度用


海外展助成プログラム〔海外団体向け〕
申　請　要　領



1 概 要
本プログラムは、日本の美術や文化を紹介することを目的として、諸外国において展覧会を実施する海外の美術館・博物館等に対し、経費の一部を助成します。また、日本の作家・作品を紹介する海外の国際展に対し、経費の一部を助成します。
2 申請資格 
(1) 申請者は次の要件を全て満たしていなければなりません。
1 海外に所在する美術館・博物館等の団体。
2 事業を計画に従い遂行する能力があること。
3 国際交流基金から助成金の交付を受けることについて自国の法令等に違反していないこと。
4 原則として、助成金を受けるための申請機関名義の銀行口座を保持している、又は助成金支払時期までに口座を開設できること。
(2) 次に掲げる団体等は、このプログラムでは助成対象となりません。
1 日本国（行政機関等の国家機関）、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政法人（以下「国等」という。）

2 国等の設置する教育機関、研究機関その他国等に属する組織・団体、施設等（国等が設立に関与する組織・団体であっても、社団法人や財団法人等、固有の法人格を持つ団体は含まない）

3 外国政府（省庁等の行政機関）及び外国政府の在外公館

4 日本国が拠出している国際機関

(3) 注意点
1 個人からの申請や日本国内の団体からの申請は受け付けません。
2 複数箇所を巡回する展覧会は、代表する機関がとりまとめて一つの申請としてください。
3 過去3年間にわたって連続して同じプログラムで支援を受けた団体については、継続すべき強い理由があると国際交流基金が判断する場合を除き、次の4年目は原則として採用しない方針です。これは、国際交流基金事業の受益者が固定化することを防ぎ、より多くの方に支援の機会を設けるための措置です。本プログラムに連続4年目の申請を行うことは可能ですが、その場合、通常は採用の優先度が低くなることをあらかじめご承知おきください。
4 台湾より申請を予定している場合には、公益財団法人日本台湾交流協会台北事務所に連絡してください。
5 同一の事業に対し、国際交流基金及び国際交流基金の海外事務所が運営している他の助成プログラムと重複しての採択はありません。
6 採用された場合、助成を受ける機関は「海外展助成プログラム交付条件」を遵守し、「海外展助成プログラム交付手続」により手続を進めていただく必要があります。
3 対象事業 
(1) 2022年4月1日から2023年3月31日までの間に開始される以下のいずれかの事業。事業の計画及び方法が、目的を達成するために適切であり、かつ十分な成果を期待し得る事業であること。
1 海外の美術館・博物館等が海外において企画・実施する、日本の美術・文化の紹介を目的とした展覧会。
2 海外で開催されるビエンナーレやトリエンナーレなどの国際展のうち、日本の作家・作品が紹介されるもの。

3 滞在期間中の作品発表（展覧会実施）を前提とした海外におけるアーティスト・イン・レジデンス型事業で、滞在地の市民や美術関係者との交流や、成果発表（展覧会）のコンセプト及び計画が明確な事業。
(2) 注意点
1 宗教活動、政治活動、選挙活動を含むもの、またこれらの目的のために利用される事業は本プログラムの対象となりません。

2 申請は1機関1件とします。

3 事業の成果を測るための明確な評価基準（自己及び第三者によるもの）とその実施計画を、申請の際に記載していただきます。採用された場合、事業実施後、この基準に基づいて事業の達成度に関する自己評価と第三者評価を報告していただきます。

4 助成内容
(1) 2022年4月1日から2023年3月31日までの間に支出が発生し、支払が完了する次の3項目を対象に助成します。
1 作品輸送費（ただし作品保険料は含まない）

2 図録作成費（デジタルカタログも含む、ただし国際展の場合の図録作成費は、参加する作家中の日本人作家の割合に応じた作成経費の一部を対象とする）
3 作家・専門家旅費（航空賃、鉄道賃、宿泊費）
(2) 注意点
1 航空賃は原則としてエコノミークラス割引運賃とします。

2 事前調査経費や準備経費は含まれません。

3 インスタレーション費、制作費及び作家への謝金等は助成対象となりません。
5 申請手続/結果通知 
(1) 申請書類フォーマットは、以下のウェブサイトから入手可能です。
https://www.jpf.go.jp/j/program/index.html
(2) 申請締切
2021年12月1日（必着）
(3) 提出先（「13 申請・問合せ先」参照）
1 国際交流基金海外事務所が所在する国/地域：当該海外事務所
2 国際交流基金海外事務所が所在しない国/地域：大使館・総領事館等の日本国在外公館
(4) 注意点

1 E-mailやFAXでの提出はお受けしておりません。新型コロナウイルス感染症の影響により、郵送等に通常以上に時間がかかることも予想されますので、締め切りに十分な時間的余裕をもって送付していただくようお願いします。
なお、新型コロナウイルス感染症の流行状況により、必要書類の準備や郵送に著しい困難を伴う場合は、上記提出先までご相談ください。
2 提出された申請書類に基づき審査を行い、2022年4月に採否を書面にて通知します。
3 採用の場合は、「助成金交付決定通知書」により助成決定額を通知します。
6 審査基準
(1) 提出された申請書に基づき、以下のような観点から審査し、外部専門家の意見を聴取の上、採否を決定します。日本と諸外国との関係促進の観点から、国際交流基金事業の国・地域別配分、周年事業及び一般的な外交関係への寄与等も選考において考慮されます。採否理由についてのお問合せには一切応じられませんのでご了承ください。
1 国際交流基金の助成の必要性
2 展示内容・実施体制
3 費用対効果
(2) 例えば、以下のような案件は、相対的に高い評価が与えられます。
1 その国の中でこれまで類似の展覧会が開催されたことのない、優れたキュレーションによる展覧会

2 周年事業等に関連する展覧会(https://www.jpf.go.jp/j/about/area/index.html参照)

(3) 例えば、以下のような案件は優先順位が低くなります。

1 近い過去に国際交流基金の助成を受けている申請者の計画

2 複数箇所を巡回する展覧会で、既に巡回実施先において国際交流基金の助成を受けた展覧会

3 姉妹都市間又は学校間交流等特定の関係者同士の友好親善を主な目的とする展覧会

4 公募作品により構成される展覧会

5 趣味的サークルや同好会による展覧会

6 全体の予算計画の中で助成要望額の比率が著しく高いもの

7 商用を主目的とした展覧会
7　過去の採用案件一覧
令和3年度の採用状況は、採用38件／応募61件でした。採用案件は以下のウェブサイトで公開していますので、ご参照ください。
https://www.jpf.go.jp/j/project/culture/exhibit/supportlist/index.html
8　助成対象者の義務

(1) 国際交流基金の事業は、国際交流基金の関係法令（「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和30年法律第179号）含む）及び規程に従って実施されます。
(2) 助成対象事業のウェブサイト、カタログ、ポスター、チラシ等の広報資料、及び成果物としての出版物や各種コンテンツ等には、国際交流基金の助成を受けた旨を明記し、所定のロゴマークをご掲載ください。

(3) 広報資料及び成果物につき、2冊を国際交流基金にご寄贈ください。

(4) 事業完了後には、事業の概要、成果、収支等に関する報告書をご提出ください。

(5) 補助金等の受給や使用に関して不正行為があったときは、補助金の交付取消や返還命令（含む加算金）、その他の一定期間の申請資格停止等の措置をとり、場合によっては刑事罰が課されることがあります。
9  事業に関する情報の公開 

(1) 採用された場合、申請者・団体の名称、事業の概要等の情報は、国際交流基金事業実績、年報、ウェブサイト等において公表されます。
(2) 「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成13年法律第140号）に基づく開示請求が国際交流基金に対してなされた場合には、同法に定める不開示情報を除き、提出された申請書類は開示されます。
10　個人情報の取扱い

(1) 国際交流基金は、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第59号）（以下「法」といいます。）のほか、各国・地域等の個人情報保護にかかわる法律を遵守し、個人情報を取り扱う際には、適正な収集・利用・管理を行います。国際交流基金の個人情報保護への取組については、以下のウェブサイトをご覧ください。
（和）https://www.jpf.go.jp/j/privacy/　（英）https://www.jpf.go.jp/e/privacy/
(2) 申請書・添付書類、及び事業報告書・成果物等に記入された情報（本プログラムにおいて又は本プログラム前に撮影された写真等を含みます。）（以下「本件情報」といいます。）は、採否審査、事業実施、事後評価等の手続のほか、次のような目的で利用します。

1 記載された氏名、性別、職業・肩書、所属先、事業期間、事業内容等の情報は、国際交流基金の事業実績、年報、ウェブサイト等の公表資料への掲載、統計資料作成に利用されます。また、国際交流基金事業の広報のため、報道機関や他団体に提供することがあります。

2 採用事業の事業実施地に所在する日本国在外公館（大使館・総領事館等）及び日本国外務省にも、事業概要とともに、本件情報を提供することがあります。

3 申請書・添付書類、及び事業報告書・成果物等は、採否審査、事後評価等のため、外部有識者等の評価者に提供することがあります。提供する際、評価者の方には、個人情報の安全確保のための措置を講じていただくようにしています。

4 事業終了後に、本件事業に関するフォローアップのためのアンケートをお願いする場合があります。

5 記入された連絡先に、他の国際交流基金事業についてご連絡を差し上げることがあります。
6 行政機関、他の独立行政法人、地方公共団体又は地方独立行政法人（以下「行政機関等」といいます。）が法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で利用する場合で、かつ、その利用に相当な理由のある場合、本件情報を、行政機関等に対し、利用又は提供する等、法第9条第2項に基づき、上記オまでに記載する目的以外の目的のために利用又は提供することがあります。

（3）申請者から提出を受けた申請者以外の事業関係者に関する個人情報についても、上記10（1）～（2）の取扱いとなりますので、申請者より事業関係者に事前にご説明くださるようお願いします。
(4)
本プログラムに応募された方は、上記の個人情報の取扱いに同意したものとみなします。
11　新型コロナウイルス感染症への対応

新型コロナウイルス感染症の流行状況により、関係当局が発する規制や指示等を踏まえた対応が必要となる可能性につき十分ご留意願います。また、国際交流基金は、交付決定を行った後であっても、やむを得ず、中止または決定内容を変更したり、海外派遣に一定の条件を付したりする場合があります。
12　海外での事業実施上の安全確保について
(1) 海外での事業の実施にあたっては、関係者の安全な海外渡航・滞在のために、外務省海外安全ホームページから現地の安全情報を入手・確認してください。
※　外務省海外安全ホームページ：https://www.anzen.mofa.go.jp/index.html
(2) 海外に渡航する際は「たびレジ」に登録し、海外におけるより一層の安全確保に努めてください。
※　「たびレジ」：https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
13　申請・問合せ先 

(1) 申請に先立ち、予め最寄りの国際交流基金海外事務所に電話、E-mail等で、申請書提出先や申請資格の確認を行ってください。国際交流基金の海外事務所が所在しない国においては、大使館・総領事館等の日本国在外公館にご連絡ください。
· 国際交流基金海外事務所一覧：https://www.jpf.go.jp/j/world/index.html
· 日本国在外公館一覧：https://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/zaigai/list/index.html
(2) その他のお問合せは、下記の担当部署へご連絡ください。
国際交流基金　文化事業部　美術チーム　TEL 03-5369-6061　E-mail: va@jpf.go.jp
申請書作成上の注意

1 全体的な注意事項 
(1) 申請書を提出する際には、申請書の原本をホッチキス留めしないで提出してください。なお、提出された申請書及び添付資料は返却しませんので、必ず申請書のコピーをお手元に残しておくようご留意ください。
(2) 人名は、パスポートの表記に合わせてご記入ください。パスポートをお持ちでない方については、運転免許証等、所在国における公的な身分証明書の表記に合わせてください。
(3) 申請書はタイプ又は黒のボールペンで、活字体を用いて記入してください。記入欄が足りない場合は、欄に収まるように概略を記入し、詳細を別紙（A4サイズ）に添付してください。
(4) 申請書提出後に申請書記入内容に変更が生じた場合には、速やかにご連絡ください。
(5) 申請書は、国際交流基金の海外拠点又は大使館・総領事館等の日本国在外公館に提出してください。東京の国際交流基金本部では海外からの申請を受け付けていませんのでご注意ください。また、申請に先立ち、国際交流基金の海外拠点又は大使館・総領事館等の日本国在外公館に連絡の上、申請方法等の指示に従ってください。事前連絡のない場合は、申請書を提出しても無効となることがあります。インターネットやE-mailによる申請書の提出は受け付けていません。
2 提出書類 
(1) 申請書（定型様式）
(2) 申請機関に関する情報

· 定款・規約等団体の種別、設立目的、設立年月、組織、沿革等が分かる資料

· 団体の事業内容・事業実績及び財政状況を記した書類（年報、事業報告書等）

(3) 事業内容に関する情報

· 事業実施を証する書類（共催機関、作家等との契約書の写し等）

· 展示作品リスト

· 作品の写真・映像資料

· 参加アーティスト、キュレーターの略歴

(4) 国際交流基金に申請する費用項目の根拠となる書類

· 助成を要望する経費項目に関する関係会社からの見積書

(5) その他
事業内容の補足説明的な資料があれば添付してください。
※　申請書及び必要な添付資料に不備がある場合には、審査の対象となりません。
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